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証券コード 1452 
2026年５月 14日 

                                                      (電子提供措置の開始日 2026年５月 7日） 
 

株 主  各 位 
神奈川県横浜市保土ケ谷区今井町８７０番地 
横 浜 ラ イ ト 工 業 株 式 会 社 

代表取締役社長 浜口 伸一 
 

第 40期定時株主総会招集ご通知 
 
拝啓 平素は格別のご高配を賜り厚く御礼申しあげます。 
さて、当社第 40期定時株主総会を下記のとおり開催いたしますので、ご通知申しあげます。 

 本株主総会の招集に際しては電子提供措置をとっており、インターネット上の下記ウェブサイトに電子提供措置事項を掲
載しております。 

当社ウェブサイト（IR情報） 
https://www.y-wright.com/investorrelations/ 

 また、上記のほか、東京証券取引所（東証）のウェブサイトにも掲載しておりますので、下記にアクセスして、銘柄名（会
社名）または証券コードを入力・検索し、「基本情報」、「縦覧書類／PR情報」を選択のうえ、ご確認ください。 

東証ウェブサイト（東証上場会社情報サービス） 
https://www2.jpx.co.jp/tseHpFront/JJK010010Action.do?Show=Show 

なお、当日ご出席されない場合は、書面によって議決権を行使することができますので、お手数ながら電子提供措置事項
に掲載の株主総会参考書類の内容をご検討のうえ、同封の議決権行使書用紙に議案に対する賛否をご表示いただき、
2026年 5月 28日（木曜日）午後 6時までに当社へ到着するようご返送くださいますようお願い申し上げます。 

敬 具 

記 

1. 日       時    2026年５月 29日（金曜日） 午前 10時 00分 
2. 場       所     神奈川県横浜市保土ケ谷区今井町 870番地  当社本社会議室 
3. 目 的 事 項 

報 告 事 項   第 40期（2025年 3月 1日から 2026年 2月 28日まで）事業報告の内容報告の件 
決 議 事 項 

議 案   第 40期（2025年 3月 1日から 2026年 2月 28日まで）計算書類承認の件 
４．その他招集にあたっての決定事項 

議決権行使書において議案に対する賛否が表示されていない場合は、賛成の意思表示をされたものとして取り扱
わせていただきます。 

以 上 
                                                                          

○ 当日ご出席の場合は、お手数ながら議決権行使書用紙を会場受付にご提出くださいますようお願い申しあげます。 
○ 電子提供措置事項に修正が生じた場合は、上記インターネット上の各ウェブサイトに修正内容を掲載させていただきます。 
○ ご送付いたしました書面は、書面交付請求に基づく電子提供措置事項記載書面を兼ねております。 
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 事 業 報 告  
 2025年３月 １日から 
 2026年２月 28日まで 

 
１． 会社の現況に関する事項 

（1） 事業の経過及びその成果 
当事業年度（2025 年３月１日から 2026 年２月 28 日まで）の日本経済は、物価高騰の継続や国際

情勢の不安定化により、先行き不透明な状況が続きました。また、中国経済の動向や供給網の変動に起因する
資材価格の高騰や調達不安も継続しております。 
建設業界におきましては、慢性的な人手不足が一層深刻化しており、労務費の上昇や人材確保競争の激

化が顕著となっております。また、資材価格の高止まりや納期遅延も引き続き業界全体の課題となりました。 
このような環境下において、当社は、鹿児島の商業施設をはじめ、工場、物流倉庫、都市再開発関連などの

大型案件の受注及び施工を着実に推進いたしました。さらに、特許を取得した新工法の適用案件が増加したこ
とにより、施工効率の向上とともに、材料費・運搬費の低減を実現し、収益性の向上に寄与しております。 
また、当事業年度に実施した M&A により取得した子会社の業績も堅調に推移し、グループ全体の売上高に

貢献いたしました。人材面においても、親会社及び子会社ともに採用・定着が順調に進み、安定した施工体制の
維持を実現しております。 
これらの結果、当事業年度の業績は堅調に推移し、利益面においても安定的に確保することが出来ました。こ

れを踏まえ、従業員に対して決算賞与を支給するなど、従業員の処遇改善にも取り組んでおります。 
このような環境の中、当社の当事業年度における経営成績は、売上高は 2,923,072千円（前期比 2.3%

減）、営業利益は 259,835 千円（前期比 8.9%減）、経常利益は 261,240 千円（前期比 10.9％
減）、当期純利益は 188,202千円（前期比 103.2％増）となりました。 
なお、当社の事業セグメントは杭抜き及び地中埋設物撤去事業の単一セグメントのため、セグメント別の業績
は記載しておりません。 

（2） 設備投資等の状況 
当事業年度中において実施した設備投資の総額は437,030千円で、その主なものは次のとおりであります。 

① 当事業年度中に新設又は導入した主要設備 
【機械及び装置の増設】 

1.株式会社マルカ          TK750G-2 クローラクレーン 
2.株式会社マルカ          7120G-2AFS型 クローラクレーン 

② 当事業年度から次年度にかけて継続中の主要設備の新設、拡充 
該当事項はありません。 

③ 当事業年度において実施した重要な固定資産の売却、撤去、滅失 
該当事項はありません。 

（3） 資金調達の状況 
該当事項はありません。 
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（4） 対処すべき課題 
当社は、中期的な成長と事業のリスク分散の観点から、下記の課題について取り組む必要があると考えており
ます。 

① 安全性の強化 
建設業界では労働災害による死亡者数が、2025年は１月から12月の年間で209人、全産業におけ

る建設業界の構成割合は30.6％となっております（厚生労働省労働基準局安全衛生部安全課発表「
令和7年における労働災害発生状況（内、死亡災害発生状況）／2026年３月速報」）。前年
2024年の確定値（「同2025年５月」）が226人・31.2％でしたので人数、構成割合ともに微減してい
るものの、全産業中どちらも相変わらずワーストワンの座が続いております。 
当社におきましても、初歩的なミス、手順間違いやコミュニケーション不足等によって人身事故に繋がる可

能性があります。人身事故に限らず重大な労働災害の発生は、当社の労働安全衛生管理体制に対して
の信用が損なわれ、業績にも多大な影響が出てくることになりかねません。 
当社は、新型コロナウイルスの感染拡大で一時中断しておりました協力会社を招いての安全推進大会

を今後も継続的に実施し、かつ、社内での定期的な安全集会の開催や安全教育の充実、外部講習への
参加、現場パトロール等々により、ＫＹ活動（業界での慣用語で「危険予知活動」のこと）・予防活動・
改善活動等にさらに取り組んでまいります。 
施工現場での安全性確保・向上は、当社において最も基本で、かつ、最大の経営課題と認識しており、

当社の「経営理念」にもその趣旨である文言が冒頭に組み込まれております。 

※ 当社の「経営理念」 
       ＝私たちは、安全第一に努め常に技術・業績の向上を目指し、社員の幸せと社会貢献に邁進する＝ 

② 内部管理体制の強化 
当社は、小規模な組織であるため、持続的な成長を実現できる企業体質を確立する必要があります。

そのために、コーポレート・ガバナンスを非常に重要な経営課題として捉え真摯に取り組むことをはじめ、リスク
管理や業務運営管理等の内部管理体制の整備と適切な運用を推進し、経営の公正性及び透明性を
向上させるべく、体制強化に取り組んでまいります。 

③ 人材の確保・育成・定着 
建設業界におきましては、きつい、危険、汚いの３Ｋイメージがつきまとい、さらに働き方改革の施行によ

り、人材の確保という面では非常に厳しい環境となっており、技術労働者の慢性的な不足が現実化されて
おります。 
当社は、人材が重要な経営資源であると考えており、事業の持続的な成長のための優秀な人材の確

保・育成を重要な経営課題と捉えております。 
今後も採用応募者の増加に努めて優秀な人材を獲得し、OJT等でのノウハウの共有化や外部講習を

活用し積極的に育成面で力を入れることにより、当社の企業理念を理解しチャレンジし続ける人材の確保
に取り組んでまいります。 
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（5） 財産及び損益の状況の推移 

（注）１．１株当たり当期純利益は、期中平均株式数を用いて算出しております。 
        ２．１株当たり当期純利益及び１株当たり純資産は自己株式を除いて算出しております。 

（6） 重要な親会社及び子会社の状況 
    当社は 2025年 6月 2日に株式会社福山テクノの全株式を取得し、完全子会社化いたしました。 

名称 住所 資本金 
 （千円） 

主要な事業の 
内容 

議決権の所有割合 
 又は被所有割合

（％） 
関係内容 

（連結子会社） 
株式会社福山テクノ

（注） 

鹿児島県 
霧島市 10,000 既存杭の 

引抜工事 100 役員の兼任 
有 

   （注）特定子会社であります。 

（7） 主要な事業内容 

事 業 の 種 類 内  容 
杭抜き 及び 

地中埋設物撤去事業 
ビル・マンション・倉庫等構造物等の解体後の 
既存杭抜き及び地中埋設物の撤去工事 

メガソーラー事業 
鹿児島県霧島市での太陽光パネルによる 

九州電力への売電事業 

（8） 主要な営業所 
名 称 所 在 地 
本  社 神奈川県横浜市保土ケ谷区 

  （注）東京営業所は 2026年 4月に閉鎖いたしました。 

（9） 従業員の状況 

従業員数 前期比増減 平均年齢 平均勤続年数 

54名 増減なし 47.5歳 11.8年 

（10） 主要な借入先及び借入額 
 

 
 

区  分 
第 37期 

2023年２月期 

第 38期 
2024年２月期 

第 39期 
2025年２月期 

第 40期 
2026年２月期 
（当事業年度） 

売 上 高 (千円) 2,344,507 

55,320 

85,083 

57,454 

1,214.68 

1,024,026 

1,812,350 

21,649.61 

1,860,321 

22,123 

31,326 

27,617 

583.88 

1,052,145 

1,418,861 

22,244.08 

2,992,289 

285,213 

293,143 

92,610 

1,957.95 

1,145,247 

1,934,898 

24,212.42 

2,923,072 

259,835 

261,240 

188,202 

3,978.90 

1,334,412 

2,703,707 

28,211.68 

営 業 利 益 (千円) 

経 常 利 益 (千円) 

当 期 純 利 益 (千円) 

１株当たり当期純利益 ( 円 ) 

純 資 産 (千円) 

総 資 産 (千円) 

１ 株 当 た り 純 資 産 ( 円 ) 

借入先 借入額（千円） 

株式会社みずほ銀行 284,966 

株式会社三菱 UFJ銀行 284,643 

横浜信用金庫 124,606 
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（11） その他会社の現況に関する重要な事項 
該当事項はありません。 

 
 
２．会社の株式に関する事項 
（1） 発行可能株式総数    200,000株 
（2） 発行済株式の総数     47,300株（自己株式 2,700株を除く） 
（3） 当事業年度末の株主数        5名 
（4） 大株主 

株  主  名 持株数 持株比率 

浜口 伸一 27,300株 57.7％ 

浜口 優 19,400株 41.0％ 

石川 勝之 500株 1.1％ 

新栄重機土木株式会社 100株 0.2％ 
（注）持株比率は、自己株式 2,700株を控除して計算しています。 

（5） その他株式に関する重要な事項 
該当事項はありません。 

 
３．会社の新株予約権等に関する事項 

該当事項はありません。 
 
４．会社の会社役員に関する事項 

（1） 取締役及び監査役の氏名等 

役 職 名 氏 名 担当 重要な兼職の状況 
代表取締役 
社 長 浜口 伸一 ― 地中埋設物撤去技術協会理事長 

取  締  役 石川 勝之 管理部 部長 ― 

取  締  役 浜口 優   営業部 部長 ― 

監  査  役 早川 茂造 ― ― 
（注）１．取締役 浜口優氏は、代表取締役社長 浜口伸一氏の弟であります。 

２．監査役 早川茂造氏は社外監査役であります。 
３．当社定款及び会社法第 427条第 1項の規定により、当社は監査役 早川茂造氏と損害賠償責任を 
限定する契約を締結しており、当該契約に基づく責任の限度額は、２年間分の報酬額以上であらかじめ定
めた金額または法令が規定する額のいずれか高い額となります。 
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（2） 取締役及び監査役の報酬等の額 

区分 
報酬等の総額 
（千円） 

報酬等の種類別の総額（千円） 対象となる 
役員の員数 
（人） 基本報酬 

業績連動 
報酬等 

非金銭 
報酬等 

取締役 
（うち社外取締役） 

65,988 
（－） 

65,988 
（－） 

－ － 
３ 

（－） 

監査役 
（うち社外監査役） 

5,910 
(5,910) 

5,910 
(5,910) 

－ － 
１ 

（１） 
（注）１．当事業年度末における取締役は３名、監査役は１名であります。 

２．2019年５月30日開催の定時株主総会において、取締役３名の報酬額を年額金100百万円以内（使
用人兼務役員に係る使用人分給与を含まないものとする。）及び監査役１名の報酬額を年額金８百万円以
内と承認決議されております。 

（3） 社外役員に関する事項 

社外監査役 早川茂造 

 ア．他の会社の業務執行取締役等の兼任状況 
   該当事項はありません。 
 イ．当該事業年度における取締役会への出席状況及び発言状況 
   出席率は 100％であり、重要事項の質疑をはじめ積極的に発言をしております。 

 
５．会計監査人の状況 
    当社は会計監査人の設置はしておりません。 
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貸 借 対 照 表 
（2026年２月 28日現在） 

（単位︓千円） 
資 産 の 部 負 債 の 部 

科   目 金   額 科   目 金   額 
流動資産  流動負債  

現金及び預金 651,097 工事未払金 245,236 
受取手形 44,719 １年内返済予定長期借入金 135,093 
完成工事未収入金 317,394 未払金 203,697 
未成工事支出金 14,014 未払費用 585 
前払費用 17,339 未払法人税等 33,892 
その他 5,563 預り金 14,943 
貸倒引当金 △ 2,100 賞与引当金 9,006 
流動資産合計 1,048,028 その他 2,364 

固定資産  流動負債合計 644,817 
有形固定資産  固定負債  
建物及び構築物（純額） 35,281 長期借入金 559,122 
機械及び装置（純額） 608,302 繰延税金負債 33,509 
車両運搬具（純額） 51,263 退職給付引当金 131,757 
工具、器具及び備品（純額） 19,832 その他 88 
土地 123,445 固定負債合計 724,476 
有形固定資産合計 838,125 負 債 合 計 1,369,294 

無形固定資産  純 資 産 の 部  
ソフトウェア 713 株主資本  
特許権 479 資本金 33,000 
その他 295 利益剰余金  
無形固定資産合計 1,488 利益準備金 1,200 

投資その他の資産  その他利益剰余金  
投資有価証券 5,899 別途積立金 20,000 
子会社株式 648,800 特別償却準備金 234,888 
出資金 130 繰越利益剰余金 1,056,094 
長期前払費用 2,182 利益剰余金合計 1,312,183 
保険積立金 109,140 自己株式 △ 13,382 
その他 52,860 株主資本合計 1,331,800 
貸倒引当金 △ 2,949 評価･換算差額等  

投資その他の資産合計 816,064 その他有価証券評価差額金 2,612 
固定資産合計 1,655,678 評価･換算差額等合計 2,612 

  純資産合計  1,334,412 
資 産 合 計 2,703,707 負債及び純資産合計 2,703,707 
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損 益 計 算 書 
（2025年３月１日から 2026年２月 28日まで） 

（単位︓千円） 

科              目 金                   額 

売上高   
完成工事売上高 2,877,190  
その他の売上高 45,882 2,923,072 

売上原価   
完成工事売上原価 2,330,933  
その他の売上原価 16,824 2,347,757 

売 上 総 利 益   575,315 
販売費及び一般管理費  315,479 

営 業 利 益   259,835 
営業外収益   

受取利息 2,236  
受取家賃 2,497  
受取保険金 4,169  
スクラップ売却益 2,843  
その他 1,496 13,243 

営業外費用   
支払利息 11,082  
減価償却費 686  
手形売却損 69 11,839 

経 常 利 益   261,240 
特別利益   

固定資産売却益 17,324 17,324 
特別損失   

固定資産除却損 0 0 
税 引 前 当 期 純 利 益  278,564 
法人税、住民税及び事業税 62,000  
法 人 税 等 調 整 額 28,362 90,362 
当 期 純 利 益  188,202 
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株主資本等変動計算書 
（2025年３月１日から 2026年２月 28日まで） 

（単位︓千円） 

  

株主資本 

資本金 

利益剰余金 

自己株式 株主資本 
合計 利益 

準備金 

その他利益剰余金 
利益剰余金 
合計 別途 

積立金 
特別償却 
準備金 

繰越利益 
剰余金 

当期首残高 33,000 1,200 20,000 160,230 942,550 1,123,981 △13,382 1,143,598 
当期変動額                 
当期純利益        188,202 188,202   188,202 
特別償却準備金
の積立       121,315 △121,315 －   － 

特別償却準備金
の取崩    △46,657 46,657 －  － 

株主資本以外の
項目の当期変動
額（純額） 

                

当期変動額合計 － － － 74,657 113,544 188,202 － 188,202 
当期末残高 33,000 1,200 20,000 234,888 1,056,094 1,312,183 △13,382 1,331,800 

 

  

評価・換算差額等 

純資産合計 その他 
有価証券 
評価差額金 

評価・換算 
差額等 
合計 

当期首残高 1,649 1,649 1,145,247 
当期変動額     
当期純利益   188,202 
特別償却準備金
の積立   － 

特別償却準備金
の取崩   － 

株主資本以外の
項目の当期変動
額（純額） 

963 963 963 

当期変動額合計 963 963 189,165 
当期末残高 2,612 2,612 1,334,412 
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個 別 注 記 表 
 
１． 重要な会計方針に係る事項に関する注記 

1. 有価証券の評価基準及び評価方法 
その他有価証券︓市場価格のない株式等以外のもの 
時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算出）を採用し
ております。 

2. 棚卸資産の評価基準及び評価方法 
未成工事支出金 
個別法による原価法を採用しております。 

3. 固定資産の減価償却の方法 
（1） 有形固定資産 

定率法を採用しております。ただし、1998年４月１日以降に取得した建物並びに 2016年４月 
１日以降に取得した建物附属設備及び構築物については定額法を採用しております。 
  なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。 

         ・建物             22～60年 
  ・機械及び装置      ２～６年 

（2） 無形固定資産 
定額法を採用しております。 
・特許権 ８年 
なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（５年）に基づいております。 

4. 引当金の計上基準 
（1） 貸倒引当金 

債権の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債
権については、個別に回収可能性を検討し、回収不能見込み額を計上しております。 

（2） 賞与引当金 
         従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額に基づき当事業年度に見合う分を計

上しております。 

  5． 退職給付に係る会計処理の方法 
         当社は、退職給付に係る負債及び退職給付費用の計算に、退職給付に係る期末自己都合要支給額を

退職給付債務とする方法を用いた簡便法を適用しております。 

6． 収益及び費用の計上基準 
当社の顧客との契約から生じる収益に関する主要な事業における主な履行義務の内容及び当該履行義

務を充足する通常の時点（収益を認識する通常の時点）は以下のとおりであります。 
［杭抜き事業］ 
当事業は、既存の建築物や社会基盤構造物を支えていた杭を引き抜き、抜いた後の地盤を最適の状態

に埋め戻す工事・サービスを提供しております。当事業においては、顧客からの検収をもって履行義務の充足
が認められることから、検収を受けた工事・サービスについて収益を認識しております。 
なお、取引対価は、履行義務を充足してから主として１年以内に受領しており、重要な金融要素は含んで

おりません。 
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7．その他計算書類作成のための基本となる重要な事項 
法人税等の会計処理 
当事業年度に係る納付税額及び法人税等調整額は、当事業年度における特別償却準備金の取崩しを
前提として当事業年度に係る金額を計算しております。 

２． 貸借対照表に関する注記 
1. 有形固定資産の減価償却累計額     2,731,816千円 
2. 裏書譲渡手形                     1,210千円 

３． 損益計算書に関する注記  
特別利益︓固定資産売却益        17,324千円 

４． 株主資本等変動計算書に関する注記 

1. 発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び総数 
（1） 当事業年度末日における発行済株式の数 

・発行済株式の種類及び株式総数︓普通株式 50,000株 
・自己株式の種類及び株式総数：普通株式  2,700株 

（2） 当事業年度における発行済株式数の推移                          

 前事業年度末 増加 減少 当事業年度末 

発行済株式 普通株式（株） 50,000 － － 50,000 

自 己 株 式 普通株式（株） 2,700 － － 2,700 

2. 当事業年度の末日における当社が発行している新株予約権（権利行使期間の初日が到来していないもの
を除く。）の目的となる株式の数 

    該当事項はありません。 

５． 税効果会計に関する注記 
  繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因 
   繰延税金負債の発生の主な原因は、特別償却準備金の計上等であります。 

６． 金融商品に関する注記 
  １．金融商品の状況に関する事項 

(1）金融商品に対する取組方針 
当社は、資金運用については短期的な預金等に限定し、銀行等金融機関からの借入により資金を調

達しております。 
         なお、デリバティブ等の投機的な取引は行っておりません。 

(2）金融商品の内容及びそのリスク 
営業債権である受取手形及び完成工事未収入金は、顧客の信用リスクに晒されております。 
営業債務である工事未払金は、1年以内の支払期日であります。 
借入金は、主に株式会社福山テクノの全株式を取得し、完全子会社化するために必要な資金の調

達を目的としたものであります。 
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(3）金融商品に係るリスク管理体制 
         ①信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）の管理 
          当社は、主要な取引先の状況を定期的にモニタリングし、取引相手ごとに期日及び残高を管理する

とともに、財務状況等の悪化等による回収懸念の早期把握や軽減を図っております。 
         ②市場リスク（金利等の変動リスク）の管理 
          投資有価証券については、定期的に時価や発行体の財務状況等を把握し、保有状況を継続的に

見直しております。 
         ③資金調達に係わる流動性リスク(支払期日に支払を実行できなくなるリスク)の管理 
          当社は、管理部が適時に資金繰り計画を作成・更新するとともに、手元流動性の維持などにより、流

動性リスクを管理しております。 
(4）金融商品の時価等に関する事項についての補足説明 

 金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格のない場合には合理的に算定された
価額が含まれております。 

         当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を採用することにより、
当該価額が変動することもあります。 

２．金融商品の時価等に関する事項 
      貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。なお、市場価格のない株式

等と認められるものは含まれておりません（（注２）参照）。 

 
貸借対照表計上額 

（千円） 
時価 

（千円） 
差額 

（千円） 

(1）投資有価証券 5,899 5,899 － 

資 産 計 5,899 5,899 － 

(1）長期借入金 
（１年内返済予定を含む） 

694,215 690,196 △ 4,019 

負 債 計 694,215 690,196 △ 4,019 

（注１） 「現金及び預金」、「受取手形」、「完成工事未収入金」、「工事未払金」、「未払法人税等」、「未払
金」、「預り金」については、現金であること、及び短期間で決済されるため時価が帳簿価額に近似するも
のであることから、記載を省略しております。 

（注２）市場価格のない株式等は、上表には含まれておりません。 

区分 当事業年度 
（ 2026年２月 28日） 

出資金 130千円 

３．金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項 

      金融商品の時価を、時価の算定に係るインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下の３つのレベル
に分類しております。 

        レベル１の時価︓観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、活発な市場において形成される当該
時価の算定の対象となる資産又は負債に関する相場価格により算定した時価 

        レベル２の時価︓観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、レベル１のインプット以外の時価の算
定に係るインプットを用いて算定した時価 

        レベル３の時価︓観察できない時価の算定に係るインプットを用いて算定した時価 
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      時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのインプットがそれぞれ属
するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時価を分類しております。 

（１）時価で貸借対照表に計上している金融商品 

区分 
時価（千円） 

レベル１ レベル２ レベル３ 合計 
投資有価証券 5,899 － － 5,899 

資 産 計 5,899 － － 5,899 

（２）時価で貸借対照表に計上している金融商品以外の金融商品 

区分 
時価（千円） 

レベル１ レベル２ レベル３ 合計 

長期借入金 
（１年内返済予定を含む） 

－ 690,196 － 690,196 

負 債 計 － 690,196 － 690,196 

（注）時価の算定に用いた評価技法及び時価の算定に係るインプットの説明 

投資有価証券 
これらの時価について、株式等は取引所の価格によっており、債券は取引所の価格又は取引金融機関

等から提示された価格によっており、レベル１の時価に分類しております。 

        長期借入金（１年内返済予定を含む） 
        これらの時価については、元利金の合計額を、新規に同様の借入を行った場合に想定される利率で割り

引いた現在価値により算定しており、レベル２の時価に分類しております。 

４．金銭債権及び満期のある有価証券の決算日後の償還予定額 

 
１年以内 
（千円） 

１年超５年以内 
（千円） 

５年超 10年以内 
（千円） 

10年超 
（千円） 

現金及び預金 651,097 － － － 
受取手形 44,719 － － － 
完成工事未収入金 317,394 － － － 

合計 1,013,210 － － － 

５．長期借入金の決算日後の返済予定額 

 
１年以内 
（千円） 

１年超 
２年以内 
（千円） 

２年超 
３年以内 
（千円） 

３年超 
４年以内 
（千円） 

４年超 
５年以内 
（千円） 

５年超 
（千円） 

長期借入金 135,093 334,676 112,475 88,008 23,963 － 
合計 135,093 334,676 112,475 88,008 23,963 － 
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７． 関連当事者との取引に関する注記 
該当事項はありません。 

８． 1株当たり情報に関する注記 
1株当たり純資産        28,211円 68銭 
1株当たり当期純利益      3,978円 90銭 

潜在株式調整後の１株当たり当期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

９． 重要な後発事象に関する注記 
該当事項はありません。 
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監 査 報 告 書 
 
私監査役は、2025年３月１日から 2026年２月 28日までの第 40期事業年度における取締役の職務の執行
を監査いたしました。その方法及び結果について以下のとおり報告いたします。 

 

１．監査の方法及びその内容 

私監査役は、取締役及び使用人等と意思疎通を図り、情報の収集及び監査の環境の整備に努めるとともに、
取締役会その他重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務の執行状況について報告を受け、必要
に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本社及び主要な事業所において業務及び財産の状況を調査
いたしました。以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書について検討いたしました。 

   さらに、会計帳簿及びこれに関する資料の調査を行い、当該事業年度に係わる計算書類（貸借対照表、損益
計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表）及びその附属明細書について検討いたしました。 

 

２．監査の結果 

（１） 事業報告等の監査結果 

  ① 事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示しているものと認めます。 

  ② 取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令若しくは定款に違反する重大な事実は認められません。 

（２） 計算書類及びその附属明細書の監査結果 

計算書類及びその附属明細書は、会社の財産及び損益の状況をすべての重要な点において適正に表示してい
るものと認めます。 

 

 
2026年５月 1日 
横浜ライト工業株式会社 
監 査 役    早 川 茂 造  ㊞ 

 

以  上 
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株主総会参考書類 

 
議案及び参考事項 

議  案   第 40期（2025年 3月 1日から 2026年 2月 28日まで）計算書類承認の件 
会社法第438条第２項に基づき、当社第40期の計算書類のご承認をお願いするものであります。 
議案の内容につきましては、７頁から14頁に記載のとおりであります。 
取締役会といたしましては、第40期の計算書類が、法令及び定款に従い、会社財産及び損益の状況を正しく

示しているものと判断しております。 
 
 

以 上 
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	（2026年２月28日現在）

